
監査の結果に関する報告に基づいて市長等が講じた措置について

包括外部監査

１ 平成14年度包括外部監査結果報告（平成15年１月20日提出）に基づく市長の措置等

について

「横浜市の水道事業に係わる財務事務および経営に関する管理運営事務の執行」

措置結果及び意見への対応状況監 査 結 果 及 び 意 見

１．水需要予測

＜意見＞

本市では、現行財政計画に給水人口と水需要の長期的な予測に基づいて、施

替わり、計画期間を平成14年設利用率をどの水準で維持するかは、施策の問題で

度から18年度までの５か年とあることは十分認識しております。しかしながら、

する｢水道事業中期財政プラ事業経営の観点からみると、これを達成・維持する

ン｣を15年２月に策定しましための建設改良コストは膨大な額となり、その財源

た。は全て水道料金で賄われます。水道事業の資金収支

このプランでは、包括外部の均衡は、まさにこの建設改良費との関係にありま

監査の意見を踏まえ、水需要す。給水の基幹施設および配水管等の建設・整備に

予測及び施設整備計画を見直要する期間は、財政計画期間をはるかに超えており

しています。ます。また、この給水施設は完成と同時に機能およ

水需要予測については、節び経年劣化が始まります。したがって、建設改良に

水意識の定着、節水型水使用ついては、財政の健全性を確保しつつ、実態に即し

機器の普及、景気の低迷等のた水需要の傾向を的確に捉えた意思決定が求められ

影響を反映し、現行の予測値なければならないと考えます。水需要が低迷してい

を下方修正しました （平成る現状を考えると、目標水準を達成するための期間 。

18年度の一日最大給水量をを延長して財政支出を抑えることも必要であると考

1,727,000ｍ /日から1,532,0えます。 3

00ｍ /日に下方修正）3

、 、また 施設整備については

水需要予測の下方修正水量に

合わせて、実施すべき事業の

優先順位を見直すなど、健全

な財政運営を前提とした計画

になっております。

２．水道水のコスト分析

＜意見＞

企業団と構成団体による、受水費の増加は直ちに収益を圧迫します。そのた

平成15年度からの企業団新財め、自主水源の施設利用率を高めるという水運用に

政計画についての協議においよって、受水費のうち、使用料金の増加を抑えてい

て、基本料金と使用料金の対ます 将来の水需要の伸び悩みが予測されるなかで。 、



象コストの配分基準を見直す水道局全般のコストの見直しが行われています。し

こと、財政計画期間を長期化かしながら、平成15年度以降、神奈川県内広域水道

し、資金需要を平均化するこ企業団（以下「企業団」という ）からの基本水量。

となどにより、構成団体の受が増加することによって、受水費の基本料金がアッ

水費負担を軽減するよう働きプすることが見込まれています。水道事業の経営の

かけた結果、平成15年４月よ健全性を維持するためには、なお一層のコスト削減

り、①寒川事業への基本料金の努力が必要であると同時に、企業団に対し、受水

の新設などを内容とする料金料金における基本料金の割合を下げるよう働きかけ

改定②現行事業における基本る必要があると考えます。

料金と使用料金の対象コスト

配分基準の見直しが行われる

こととなりました。この改定

により、平成15年度予算にお

ける企業団受水費は、14年度

に比較して、5.7％、約12億

円の減となりました。

３．繰入金

地方公営企業の経費で、その性質上、地方公営企

業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でな

い経費については、地方公共団体の一般会計または

特別会計において負担するものとしています。

他会計からの繰入金については 「平成13年度の、

地方公営企業繰出金について」が総務省自治財政局

長通知（平成13年4月20日）として次のとおり発せ

られております。

「････最近における社会経済の情勢の推移、地方

公営企業の現状にかんがみ、地方公営企業法等に定

める経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公

営企業の経営の健全化を促進し、その経営基盤を強

化するため、毎年度地方財政計画において公営企業

繰出金を計上することとしています。････」

以下に繰入金と営業収益に占める割合の過去５年

間の推移を示します。

≪表15 繰入金の過去５年間の推移≫ 省略

平成13年度における水道事業会計への繰入金の内

訳は以下のとおりです。

≪表16 平成13年度水道事業会計への繰入金の内訳



≫ 省略

このうち、消火栓等維持管理費についてその算出

基礎は次のとおりです。

≪表17 消火栓等維持管理費の算出基礎≫ 省略

この平成13年度繰入予算額においては、市全体の

財政状況の中で平成12年度分99,767千円の調整減額

が行われております。また、平成12年度繰入予算額

にも平成11年度分178,694千円の調整減額が同様に

行われており、これが平成11年度不足額の補充とな

っております。したがって、平成13年度繰入予算額

には、調整額として平成12年度分99,767千円の減額

と、平成11年度分178,694千円の増額が計上されて

いるため、この差引額78,927千円が平成13年度決算

の当年度純利益に影響を与えております。

なお、平成14年度繰入予算額においては、平成13

年度繰入算出基礎額についての調整減額は行われて

おりません。

＜意見＞

意見に従いまして、平成15消火栓等維持管理費にかかわる平成14年度繰入予

年度予算では、繰入算出基礎算計上額には、平成13年度繰入算出基礎額の調整が

額の減額調整は行っておりま行われていないことから、平成14年度にこれについ

せん。ての是正措置を講ずることを求めることができませ

ん。

しかしながら、地方公営企業法第20条に規定する

計理の方法には、地方公営企業においては、その経

営成績を明らかにするため、すべての費用および収

益を、その発生の事実に基づいて計上し、その発生

した年度に正しく割り当てなければならないとされ

ています。このようなことから、公費負担を原則と

する繰入金について、経費の適正負担に配慮するよ

う努めるべきであると考えます。

５．料金徴収および債権管理

(1)料金徴収業務

＜結果＞

領収書受払については、平領収書受払については、より厳格に管理するとい

成15年４月から領収書交付簿う観点から、検証印としての交付者の記名、押印が

の様式を変更し、交付者の記必要と考えます。

名、押印をするように改めま現金については、日々異動があるためその残高管



した。理には十分な注意を払わなければなりません。実査

また、現金残高管理についの正確性を確保するため、業務終了時における収納

ては、金庫保管額帳票等の記金の金庫保管残高の実査には分任企業出納員等の上

入方法の統一を図るととも位者が定期的に立会うことが必要と考えます。

に、上位者による実査を定期また、現金等の実際金庫保管額と「金庫保管高明

的に行うよう、平成15年３月細表」の「当日金庫保管額」を合わせられないケー

に文書にて各営業所長に対しスについては、その差異理由を明らかにする等、適

て周知徹底を図りました。切な規程を設け運用をすべきです。

よって、各営業所での取扱いを調査・把握し、実

態に即した統一的なルールを作成し適用することが

必要です。

(3)未収金の不納欠損処理

＜意見＞

貸倒引当金の計上につきま公営企業会計では、引当金は修繕引当金と退職給

しては、地方公営企業法等に与引当金しか計上が認められておりません。今後の

、 、課題として、過去の貸倒れ（不納欠損）実績から算 より認められておらず また

欠損率も低いことから、今後出した貸倒実績率を用いて貸倒引当金を計上する方

とも欠損率が増えないよう水法の採用が望ましいと考えます。

道料金の徴収に努めてまいり

ます。

６ 工事契約

(1)入札方法

＜意見＞

平成15年１月に｢入札談合現在、予定価格の事前公表制度は導入していませ

等関与行為の排除及び防止にん。そこで、新たに予定価格の事前公表制度を導入

関する法律｣が施行されたこすることで、再入札がなくなり、結果的に入札事務

とを契機に、本市では、平成の効率化につながると考えます。

15年４月１日以降契約分のう予定価格の事前公表制度は、入札に先立ち入札参

ち１億円以上の工事を対象加業者に対して予定価格を事前に公表し、入札を実

に、予定価格の事前公表を実施する制度です。この制度のメリットとしては、予

施することとしました。これ定価格の漏洩等による入札の事故を防止して不正な

は、入札の透明性の一層の向入札の抑止力になること、および入札参加業者によ

上及び事務の効率化を図るたる積算の妥当性の向上に資することができ、過大積

めの試みですが、実施にあた算による応札を減らす効果があることがあげられま

って落札価格の高止まり等のす。また、デメリットとしては、落札価格が高止ま

問題点や見積内訳書の徴収等りになること、業者の見積努力を損なう可能性があ

の課題が残されています。こること、および不良不適格業者が参入する可能性が

うしたことから、試行を通じあることがあげられます。

て問題点を検証し、対象工事この予定価格の事前公表制度について導入の是非

の拡大などを検討してまいりを検討することが望まれます。

ます。



(2)Ａ協同組合との工事契約

＜結果＞

小規模工事の発注につきまＡ協同組合との間で随意契約を結ぶ趣旨が緊急対

しては、平成15年４月から道応が可能であるという点を考慮すると、緊急対応が

路漏水修理業者への施工指示必要でないと思われる小規模工事の施工をＡ協同組

は、緊急を要する工事等であ合に依頼しているということについて、一部にその

ることを明確にするため、小取扱いが曖昧となっている部分があると思われま

規模工事指示伺の特記事項欄す。小規模工事の発注に関して、Ａ協同組合に発注

に緊急対応を必要とする理由するのか年間単価契約業者に発注するのか、その取

を明記することとしました。扱いを明確にして工事契約に基づいた適正な処理を

することが望まれます。

(3)設計変更

＜意見＞

平成15年４月１日付け文書２件の工事に関し、設計変更の対応は異なります

をもって、各配水管理所長あが、要綱どおりの運用がなされている点で問題はあ

て、当初の設計を大きく変更りません。しかし、双方とも請負金額が３分の１以

することのないよう、事前に上増減する設計変更工事となったことは事実であ

調査を十分行い、要綱どおりり、結果として当初の入札条件とは異なった工事と

厳格な運用を行うよう周知徹なっています。

底を図りました。このことから、第一に今後は当初の設計段階でよ

り慎重な積算を行うこと、第二に「横浜市水道局工

事設計変更事務取扱要綱」第３条の規定に基づいた

管理者による特別決裁の運用に関して濫用されるこ

とのないよう慎重な対処を図ることにより、競争の

趣旨を没却することのないよう配慮が望まれます。

７．委託契約

(3)情報システムに関する運用委託契約と開発・保

守業務との関係

＜結果＞

平成15年度契約から、運用運用業務と開発・保守業務とはその作業内容や責

業務と開発・保守業務を別契任範囲、成果に対する考え方などが異なるものであ

約とし、開発・保守業務につり 民間企業においては別契約としている例も多く、 、

きましては、実績に応じ支払横浜市水道局においても別契約とすることについて

いが増減される単価契約としの検討が必要と考えます。

ました。また、料金事務オンラインシステムの開発・保守

については、本来、実績に応じて支払われるべきも

のですので、契約書の中でも40,000ステップという

基準に基づく見積金額を契約金額とするのではな

く、基本契約（単価契約）に基づく個別発注方式と

するなど、実績に応じて支払いが増減される旨の規



定をおくことが必要と考えます。

８．財産管理

(1)固定資産・たな卸資産の現物管理

＜結果＞

①固定資産

横浜市水道局会計規程に沿現物管理の適正性を図るため、固定資産の台帳管

った台帳管理、異動手続、廃理、異動手続、廃棄手続、現物管理のためのシール

棄手続及び現物管理のための貼付、および実地たな卸手続の制度化のためのマニ

シール貼付を実施するよう、ュアル化等の措置が必要です。

平成15年６月27日付け文書に②たな卸資産

て各所属に周知徹底を図りま現物管理の適正性を図るにあたっては、たな卸資

した。産の台帳管理、異動手続、廃棄手続、資産番号の付

また、実地たな卸マニュア番、現物管理のためのシール貼付、および実地たな

ルを作成し、平成15年６月27卸手続の制度化のためのマニュアル化等がその前提

日付け文書にて各所属に周知条件になります。前述した配置表と現物との突合手

徹底を図りました。続の結果から、早急な改善が必要と判断します。

(2)たな卸資産の実地たな卸

＜結果＞

平成15年度のたな卸につい現行におけるたな卸資産の実地たな卸の実施時期

ては、実施時期を従来の９・については、決算日の６ヶ月前に行うことから、財

10月から１・２月に変更する産の保全管理という目的には資するものの、期末資

こととしました。また、平成産の実在性およびその評価という点からは妥当性に

16年度以降は３月に実施する欠けます。実施時期としては、３月末日に近い時点

こととし、さらに、実地たなで、全事業所を一斉に実施するのが望ましいと考え

卸マニュアルを作成し、これます。

らについて平成15年６月27日実地たな卸を組織的に、手順どおりに実施される

付け文書にて各所属に周知徹ようにするためには実地たな卸要領の整備が不可欠

底を図りました。です。実地たな卸に係る実施要領等がないため、そ

の方法等は各事業所任せになっていますので、早急

に改善しなければなりません

(3)リース取引

＜意見＞

平成14年度決算から、主要企業会計で適用されている「リース取引に係る会

な賃貸借契約について決算説計基準 （平成５年６月17日企業会計審議会）に水」

明書に記載し、より適切な会道局のリース取引を当てはめてみると、契約に自動

計情報を開示しました。更新条項が含まれているため実質的には複数年契約

と考えられ、その期間中の解約には相当の違約金を

支払わなければならないことから、実態は解約不能

と見なすことができ、かつ経済的利益を享受しコス

トを実質的に負担しているので、上記の条件を満た



しており、ファイナンス・リース取引に該当すると

の判断が可能です。

したがって、これらのリース取引については通常

の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行う方法

か、もしくは現状どおりの賃貸借取引に係る方法に

準じて会計処理を行う場合には、リース物件の取得

価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高

相当額、未経過リ－ス料期末残高相当額等を注記等

の方法にて開示する方法により、その経済的実態を

適切に決算書に反映することができるものと考えま

す。ファイナンス・リースを財源調達の手段として

安易に利用することに歯止めをかける意味でも、適

切な開示が望まれます。

(4)未利用土地

＜結果＞

未利用地の有効活用に関す水道事業用未利用地は、地形の問題から隣接地権

る計画を、平成15年５月に策者以外に利用価値がないものや、地中深くに構造物

定しましたので、この計画をが存置しているため解体・撤去費用が高額になるも

基に公共的な利用を進めるとのが多くあり、費用対効果を考慮すると、容易に売

ともに、売却及び貸付の促進却できないことは理解できます。

など有効利用を図っていくこしかしながら、利用計画のない土地について、そ

ととします。のまま保有し管理し続けることは、維持費もかかる

上に経営上非効率です。市民財産でもある土地の有

効活用または適切な処分が必要です。

水道局では、用地活用検討委員会において今後の

未利用地の処置を検討してきましたが、委員会は平

成11年３月で終了し、現在は具体的活用を検討して

おり、既に駐車場等に転用し活用を図っているもの

もあります。しかし、未利用地には第一種住宅区域

に位置するものも多く価値が高いと考えられるた

め、市有財産の有効活用を図る観点から、売却等も

視野に入れて取扱いを一層検討し、早期に処置を決

定することが望まれます。

(6)耐用年数の適用および減価償却費の計算

＜結果＞

耐用年数の決定にあたって耐用年数を決定した経過を明らかにする資料を整

は、その決定した経過を明ら備して、処理の統一化を図る必要があります。

かにした資料を作成し、処理また、共同事業のように実際に設備が稼動した年

の統一化を図りました。度に精算が行われていない場合には、適時に精算に

また、共同事業で取得した関する資料を入手し、設備の稼動した年度に精算を

資産についても、資料提出を行う必要があります。



早めるよう関係機関と調整し

た結果、設備稼働年度に精算

を行えるようになりました。

(7)長期未精算の建設工事の管理

＜意見＞

平成14年度決算から経理課工事期間が長期にわたる水道事業については、他

において建設仮勘定の総額を事業以上に建設仮勘定の残高の管理を徹底すること

年度別に把握できるよう平成が必要になります。具体的には、建設工事の進捗状

15年２月、各課長に通知する況を常に把握し、工事終了後は速やかに工事精算を

とともに、横浜市水道局会計行うとともに、工事担当部署以外の者によるモニタ

規程等を一部改正し、工事担リングが必要になります。水道局全体での工事の進

当課に事業年度末における未捗状況等を把握できる体制を整えておく必要があり

完成工事の状況を経理課へ報ます。また、決算業務の一つとして、工事の進捗状

告することを義務付けまし況も含め建設仮勘定の内容の報告を取りまとめるこ

た。とも 残高管理という意味では有用かと思われます、 。

１０．退職手当

(1)退職給与金の情報開示

＜結果＞

平成14年度決算書に、割増割増部分の計算を行い、退職手当を含めた人件費

部分も含めた退職給与金要支を管理することは経営上きわめて重要なことです。

給額を注記しました。より実態に近い、この割増分を加算したベースの退

職給与金要支給額を開示すべきと考えます。

１１．情報システム

(1)セキュリティにおけるアクセスコントロール

＜結果＞

アクセスコントロールとしては、全体として、可

能な限り個人毎にIDを付与し、パスワードは個人管

理として、定期的に変更を促す（システム的に実施

できればなお良い）ことが必要です。

①料金事務オンラインシステ①料金事務オンラインシステム

ム●アクセスコントロールに関するドキュメントを

アクセスコントロールに関最新化する。

するドキュメントについて●当面はIDカードの管理方法の統一化と徹底を行

は、平成15年４月に最新化しう。

ました。

また、ＩＤカードの管理にまた、将来的に料金事務オンラインシステムを全

ついては、平成15年４月に各面的に再構築する際には、そもそも権限の種類が４

営業所長あてに適正な管理を種類であることや、各個人との紐付けやIDカード利



行うよう通知し、周知徹底を用の有無といった局内外ユーザへの権限付与方法も

図りました。含めてアクセスコントロール機能に関する検討が必

なお、システムの再構築に要と考えます。

際しては、水道局の方針に基

づく機能に変更します。②土木工事設計積算システム

●パスワード管理の方法を見直す。

②土木工事設計積算システム

パスワードは個人が設定しさらには、他のシステムも含めて、IDと個人との

システム管理者が登録、管理紐付けや外部業者への付与方針、パスワード管理方

する方法に変更しました。針など、水道局としての方針を明確にしなければな

りません。

他のシステムについても、

指摘の主旨を踏まえ、局とし

ての方針を策定し、平成15年

６月に文書にて関係各課への

周知徹底を図りました。

(3)情報システムの総合的な管理

＜意見＞

平成15年５月に「情報化推経営と直結した情報システムとするため、また、

進基本計画」を策定しました一貫した業務処理統制を情報システムにも組み込む

が、この計画の中で情報シスことにより不正や誤謬の可能性（リスク）を低減す

テムの将来像を描き、実現するために、財務情報フロー（水の需要予測・調達業

るための具体的な施策を実施務、水道料金収入業務、工事・営繕業務、資産管理

計画として明示しておりま業務 人事・給与 財務会計・管理会計 原価計算、 、 （ ）

す。等の情報連携）を整理し、目指すべき情報システム

平成15年度から実施計画にの将来像（統合システム構成）の検討（最終形とし

基づいて、具体的な施策に着ての青写真を描くこと）が望まれます。

手しますが、既存システムの

更新時期及び市長部局の電子≪図6 水道事業財務情報フローのイメージ図≫省

市役所推進計画に合わせて、略

効率的に作業を進めてまいり

ます。また、将来像に照らした現状の評価を行うととも

局内の多くのシステムが関に、具現化に向けた投資計画や中・長期の基本計画

係すること及び予算措置を伴を作成した上で、短期の計画を策定し、遂行状況を

うことから、関係各課と緊密モニタリングできる仕組みづくりが必要です。

な連携を図りながら遂行しま

す。このためにも、平成14年5月に新設された情報シ

また、施策の進行状況につステム課の位置付けが重要になります。電子自治政

いては局内委員会を設置し、府の流れもあり、公営企業としての情報システムの

進捗管理等を十分に行ってま重要性も鑑みて、情報システム課が局全体を鳥瞰す

いります。べく経営企画部の配下に設置されたことは非常に有

意なことであると考えます。しかしながら、平成14



年度時点における情報システム課は、早急な構築を

求められていた財務会計システムへの対応および局

内グループウェアの運用開始のほか、情報化推進基

本計画を策定中であり、立上げ段階の状況にありま

す。情報システム課が十分に機能しなければ、一部

非効率となっている事務フローからの脱却が図れな

い、また、今後の局としての情報化投資判断を誤る

可能性があります。目指すべき情報システムの将来

、 、像検討においても 情報システム課が中心となって

水道事業の将来的な方向性と整合性を確保する形で

経営者の立場からの検討がなされるべきです。

さらに、具現化に向けた中・長期の基本計画を作

成する際には、各基幹システムのライフサイクルを

整理し、導入初期の規模（例えばステップ数）と投

資額を基準に、毎年の運用および保守費用や改修費

用を算定し、改修計画や更新計画を立て、これと比

較する形で全体再構築計画が検討される必要があり

ます。

１２．企業債と水道事業における財務健全性の確保

＜意見＞

ライフスタイルの変化を踏水道事業は市民生活を支える重要なライフライン

まえた確実な水需要予測を行であり、横浜市水道局が安全な水を安定的に供給す

い、それに基づいた料金収入るために施設の拡張や高水準化を図らなければなら

の把握を行うと同時に、収入ない責務を負っていることは十分に理解できます。

減に応じた職員定数削減、事しかしながら、横浜市の水道が量的確保の段階か

業の見直し、コスト削減と経ら、質的充実の時代を迎え、建設改良投資が料金収

営の効率化を図る等の内容を入の拡大に結びつかないことを考えると、今後は経

盛り込んだ新たな経営プラン営の安定化および財政構造の健全化を目指して、長

を策定し 平成15年２月に 水期負債である企業債残高を減らして、内部留保資金 、 「

道事業中期財政プラン（平成すなわち自己資本の充実を図っていくこともまた重

14～18年度 」として公表し要です。 ）

ました。水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増してい

ますが、適正な水道サービスの提供を維持するとと

もに、料金の長期安定化を維持することを両立させ

るために、より効率的な事業経営が求められます。

したがって、確実な需要予測に対応した財務的観点

に基づいた中・長期の投資計画の策定、資金需要に

応じたコスト削減と経営効率化の推進を図ることが

ますます重要となるため、これらのことを市民に適

時に公表して理解を得ていくことが必要と考えま

す。
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